

































(1 )~( 3・完)J(市大法学雑誌44巻 1-3弓ー)と逝する公表論文があり、そこで展開された刑法37条(緊
急避難)に関する可部的違法性阻却中心の二分説(保全法益が侵害法話に著しく優越する場合には違法阻
まIJを認める)が、本論文でも申請者の結論を導く基礎になっており、理論的にもー一貫しているの本説に対
しては、法誌同価値(とくに生命対生命〉の場合に責任阻却を認める違法阻去IJ中心の二分説からの批判、
その場合にも違法阻却を認める違法問却一元説からの批判、さらに民法の緊急避難規定との関連について
の議論が予怨され、その帰趨は今後の論争に委ねられている。
IH刑法から現行刑法への過程で強制の規定が削除され、緊急避難規定が置かれたことの持つ忘味(責任
阻却の一般規定の欠如)、現行刑法とドイツ刑法(任当化的緊急避難と免責的緊急避難の規定を有する)と
の違いを意識しつつなされている違法租却否定説の吟味、フランス刑法(強制と緊急避難の規定を有する)
における広い強制概念、のわが凶の議論への示唆、さらに適法行為を利用した違法行為という主張(最小限
従属形式説〉に対する批判など、いずれも説得的である。
もっとも、申請者の刑罰目的論の位置.づけ、可罰的責任論に対する評価は必ずしも明らかではなく、そ
れに関連して刑法37条 1項但書(過剰避難)i刑の免除」の犯罪論体系における怜置づけも明確とはいえな
い。また、共犯論における長ー小限従属形式説に対する批判は適切であるが、それに代わる向説が明確でな
いなど、さらに検討を要する点は残されているが、いずれも本論文の結論を左右するものではない。
以上の理由により、申請論文は、刑法学に置ける正当化と免責、とりわけ強制の問題について、新たな
知見と独白の見解を示した独創的な研究であり、申請者の高い研究能力を証明するものである。よって博
士の学位を授与することが適当であると考える。
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